
（平成２１年１１月２６日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 3 件

国民年金関係 1 件

厚生年金関係 2 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 6 件

国民年金関係 3 件

厚生年金関係 3 件

年金記録確認山口地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



                      

  

山口国民年金 事案 515 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 47 年１月から同年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要であ

る。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 21年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 47年１月から同年３月まで 

私は、それまで勤務していた会社を退職後の昭和 45 年１月にＡ市におい

て国民年金に加入し、結婚後も継続して任意加入していた。 

昭和 47 年１月１日付けで夫が転勤になったため、Ｂ市からＣ市に引っ越

した際にも、すぐにＣ市役所で国民年金の住所変更の手続をし、国民年金

保険料は男性の集金人が社宅に来ていたので、継続して納付したのに、申

立期間が未納とされていることに納得ができない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間は３か月と短期間であり、申立人は、申立期間以外の国民年金加

入期間の保険料をすべて納付している上、厚生年金保険から国民年金への４

回の切替手続及び国民年金任意加入被保険者から第３号被保険者への１回の

種別変更手続の機会があったところ、いずれも適切に実施しており、申立人

の国民年金保険料の納付意識は高かったものと考えられる。 

また、申立人は、昭和 47 年１月にＣ市に転居した際、すぐに同市役所で国

民年金の住所変更の手続をし、申立期間を含め他市へ転出するまでの期間の

国民年金保険料は男性の集金人が社宅に来ていたため、継続して納付したと

主張しているところ、申立期間当時、同市には保険料収納組織が存在してい

ることから、申立人の主張どおり、集金人に国民年金保険料を納付すること

が可能であったことが推測される。 

さらに、申立人の夫は、申立期間を含め継続して会社員をしており、申立

期間当時、申立人の経済状況に大きな変化は無く、保険料を納付できない事

情は無かったと推認できる。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。 



山口厚生年金 事案 523 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準賞与額（申立期間①につ

いては 16 万 5,000 円、申立期間②については 22 万円、申立期間③について

は 20 万円及び申立期間④については３万 5,000 円）に基づく厚生年金保険料

を事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、申立期

間の標準賞与額に係る記録を申立期間①については 16 万 5,000 円、申立期間

②については 22 万円、申立期間③については 20 万円及び申立期間④につい

ては３万 5,000円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 43年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 15年８月 13日 

② 平成 16年８月 12日 

③ 平成 16年 12月 29日 

④ 平成 17年 12月 29日 

申立期間の賞与について、賞与明細書では厚生年金保険料が控除されて

いるのに、厚生年金保険の加入記録では反映されていないので、申立期間

の標準賞与額を認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  申立人が所持する賞与明細書から、申立人は、申立期間において、その主

張する標準賞与額（申立期間①については 16 万 5,000 円、申立期間②につい

ては 22 万円、申立期間③については 20 万円及び申立期間④については３万

5,000 円）に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていた

ことが認められる。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は、届出を行っていないことを認めていることから、その結果、社会保

険事務所は、申立人が主張する標準賞与額に基づく保険料について納入の告

知を行っておらず、事業主は当該保険料を納付する義務を履行していないと

認められる。 



 

山口厚生年金 事案 526 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められることから、申立人のＡ株式会社Ｂ出張所における資格

取得日に係る記録を昭和 32 年 10 月 31 日に訂正し、申立期間の標準報酬月

額を１万円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 11年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 32年 10月 31日から同年 11月 18日まで 

私は、昭和 32 年 10 月 31 日付けでＡ株式会社Ｃ事業所から同社Ｂ出張

所に転勤した。 

しかし、Ａ株式会社Ｂ出張所での厚生年金保険の資格取得日が昭和 32

年 11 月 18 日とされていたため、申立期間の厚生年金保険の被保険者記録

が無い。申立期間も会社に勤めており被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の記録及びＤ株式会社（昭和 43 年Ａ株式会社を吸収合併）が保管

する社員人事台帳から、申立人がＡ株式会社に継続して勤務し（昭和 32 年

10 月 31 日に同社Ｃ事業所から同社Ｂ出張所に異動）、申立期間に係る厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、昭和 32 年 11 月の社会保険事

務所の記録から、１万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、Ａ株式会社は吸収合併に伴い当時の資料は無く不明であり、このほか

に確認できる関連資料及び周辺事情は無いことから、明らかでないと判断せ

ざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業

主が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所に対

して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無

いことから、行ったとは認められない。 



山口国民年金 事案 514 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 51 年６月から 52 年９月までの期間、56 年７月から 58 年３

月までの期間、60 年４月から 62 年３月までの期間及び 63 年４月から平成４

年３月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認める

ことはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 31年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 51年６月から 52年９月まで 

② 昭和 56年７月から 58年３月まで 

③ 昭和 60年４月から 62年３月まで 

④ 昭和 63年４月から平成４年３月まで 

私は結婚したばかりの平成４年の終わりか５年の初めごろ、勤務先の理

容店に来た 50 歳ぐらいの女性の委託集金人から、「このままでは将来年金

が受け取れなくなりますよ。」と指摘された。 

理容店主人の国民年金保険料を集金していたとは別人であるその委託集

金人に、私の未納期間の国民年金保険料額を調べてもらい、未納分として

約 40 万円を結婚祝儀で工面し、後日、理容店でその委託集金人にまとめて

納付した。理容店主人は納付に立ち会ってはいないが、私と委託集金人と

のやり取りの様子を見て覚えていると言っている。私はその時に領収書ら

しい紙をもらって保管していたが、理容店の店舗移転時に無くしてしまっ

た。 

社会保険庁の年金の管理体制が全国的に問題になり、自分の国民年金被

保険者記録を照会したところ、申立期間が未納となっていることを知り

愕然
がくぜん

とした。 

私は嘘
うそ

をついているわけではない。当時の委託集金人を探し出して問い

ただし、私の国民年金保険料の納付記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間①、②、③及び④（以下「申立期間」という。）について、申立



人が国民年金保険料を納付したことを示す関連資料（家計簿、確定申告書

等）は無い。 

   また、申立人は申立期間の国民年金保険料について勤務先のＡ市の理容店

において納付したと申し立てているが、申立期間当時、同市における国民年

金保険料の納付組織としてＡ市国民年金協力委員制度があったことが確認で

きるものの、申立人の当時の住所地はＢ市であり、制度上、申立人はＡ市の

納付組織で国民年金保険料を納付することができないことから、申立内容は

不合理である。 

   さらに、申立期間は約 16 年にわたる期間であるところ、申立人が申立期間

の国民年金保険料を納付したとする平成４年の終わりごろから５年の初めご

ろまでの期間については特例納付は実施されておらず、制度上、申立期間の

大部分の国民年金保険料は時効によりさかのぼって納付することができない

上、市役所が２年以上さかのぼった期間に係る未納保険料の納付勧奨を行っ

ていたとも考え難いことから、申立内容は不合理である。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



山口国民年金 事案 516 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 50 年４月から 51 年４月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

住    所 ：   

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 50年４月から 51年４月まで 

Ａ事業所を昭和 50 年３月に退職後、他県の学校に進学したが、その際、

Ｂ町役場（現在は、Ｃ市）から実家の母親に、私の国民年金加入を勧める

電話があった。私の住民票は移していなかったので、母親が私に代わって

加入の手続と保険料の納付をした。私の退職金の中から保険料４万 2,900

円を支払ったことを知らせる母親からの手紙があるので、申立期間を国民

年金保険料の納付済期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間の国民年金の加入手続及び国民年金保険料納付については、申立

人は直接関与しておらず、これらを行ったとする申立人の母親に聴取したと

ころ、役場から加入勧奨の電話を受け、口頭で加入の意思を伝えたとするこ

とのほかには、役場に赴いて手続を行った記憶が無いなど、申立期間当時の

加入状況及び納付状況に不明な点が見受けられる。 

また、昭和 50 年５月 24 日消印の申立人の母親から申立人にあてた手紙に

「保険料１年１か月分（４月分と５月より１か年）４万 2,900 円」を納付し

たとの記述があるが、申立期間の国民年金保険料は１万 4,600 円であり、申

立ての金額４万 2,900 円は申立期間の国民年金保険料相当額を大きく上回っ

ている上、50 年５月からの１年間の国民年金保険料を前納することはできな

かったことを踏まえると、手紙に記述のある保険料が申立人の申立期間にお

ける国民年金保険料であったとは考え難い。 

一方、申立期間の国民健康保険の加入について、Ｃ市に照会したところ、

同市では昭和 36 年以降の加入記録を管理しているが、申立期間当時の申立人

の国民健康保険の加入記録は確認ができなかったとの回答があったほか、手



紙には、差引支給額などの専門用語が多く使用されていることや「退職金や

保険の掛金などでＤさんや代理さんに色々心配かけました」と、申立人が申

立期間前まで勤務していたＡ事業所の上司の関与をうかがわせる記述がある

ことからすると、文中の保険料は、共済組合の任意継続保険料であった可能

性もうかがわれる。 

さらに、申立人の国民年金被保険者資格取得日は平成元年 12 月 29 日であ

るが、社会保険事務所が保管する「国民年金受付処理簿（払出簿）」を確認

したところ、申立人に係る別の国民年金手帳記号番号の払出しは確認できな

かったこと、及び申立期間当時に申立人の住民票の異動は無かったことなど

から、申立期間当時、申立人に対して別の国民年金手帳記号番号が払い出さ

れていたことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



山口国民年金 事案 517 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 61 年１月から同年９月までの期間、平成５年 10 月から６年

３月までの期間、７年３月及び９年４月から同年 11 月までの期間の国民年金

保険料については、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 19年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 61年１月から同年９月まで 

  ② 平成５年 10月から６年３月まで 

  ③ 平成７年３月 

  ④ 平成９年４月から同年 11月まで 

高校卒業後、親戚の紹介で、昭和 38 年から平成 12 年まで、有限会社Ａ

（自動車修理業）に勤務していた。自分では国民年金の加入手続も納付も

していないが、結婚はしていないし、両親は昭和 39 年に亡くなっている

ため、会社が国民年金の加入手続と保険料納付をしてくれていたと思うの

で、申立期間を国民年金保険料の納付済期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が、昭和 38 年４月から平成 12 年１月まで、自動車修理を営む有限

会社Ａに勤務していたことは事業主の証言から明らかであるが、社会保険庁

の記録では、同社は今日まで厚生年金保険の適用事業所であったことは無く、

申立人は国民年金の第１号被保険者であったことが確認できるが、申立期間

について、申立人が国民年金保険料を納付したことを示す関連資料（家計簿、

確定申告書等）は無い。 

また、申立人は、国民年金の加入手続及び保険料納付に直接関与していな

いと供述していることから、申立人の国民年金の加入手続及び保険料納付に

ついて事業主に照会したところ、事業主は、「昭和 39 年当時、申立人は住み

込みで働いていたので、先代が申立人の国民年金の加入手続と保険料納付を

行い、保険料納付は申立人の退職時まで行っていた。」ことを認めるととも

に、申立期間の国民年金保険料が未納とされていることについては、「こち



らのミスで納付していなかったと思う。自分も未納の期間がある。」との証

言が得られた。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付したものと認めることは

できない。 



山口厚生年金 事案 524 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 22年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ① 昭和 43年３月 20日から 45年９月 22日まで 

② 昭和 46年２月１日から同年 11月 19日まで 

株式会社Ａを退職した１週間後である昭和 43 年３月 20 日に駅前にあっ

た株式会社Ｂが経営するレストランＣでコックとして働き始めた。 

株式会社Ｄに転職する直前までずっとレストランＣで勤務していたのに、

厚生年金保険の加入期間が５か月しかないことは納得できない。申立期間

についても厚生年金保険の加入期間であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の記憶及び複数の同僚の証言から、申立人がレストランＣにコック

として勤務していたことは認められるものの、申立人は「レストランＣへは

２、３度出たり入ったりした。１か月くらい間が空いたことはある。」と述

べているなど勤務期間に係る記憶が曖昧
あいまい

であり、当時の同僚からは、「コッ

クの出入りは激しかった。」、「一度辞めたが、人手が足りないので来てく

れと言われて戻った。コックはそういうことが多かった。」との証言があり、

申立期間において申立人が当該事業所に継続して勤務していたとは認め難い。 

また、申立期間②において申立人が株式会社Ｂに勤務していたことをうか

がわせる証言は得られなかった上、申立期間当時にレストランＣの支配人で

あったＥ氏について、申立人は、「Ｅ氏が辞めた後に 60 歳くらいの人が支配

人として来た。自分が辞めるまでにＥ氏が戻ってきたという記憶は無い。」

と述べているところ、社会保険庁のオンライン記録及びＥ氏の証言によると、

Ｅ氏は昭和 44 年 10 月にレストランＣを退職した後 46 年１月に再入社してい

ることが確認できることから、申立人は申立期間②においてレストランＣに

勤務していないことがうかがえる。 



さらに、申立人及び複数の同僚が名前を挙げているコックの中には、株式

会社Ｂにおいて厚生年金保険の被保険者資格を取得していない者がおり、複

数の同僚は、「勤務期間と厚生年金保険の加入期間が違う。」又は「当該事

業所で厚生年金保険の加入記録は無い。」と証言している上、当時の事務担

当者も、「正社員以外の人も多く、厚生年金保険に加入していない人もいた。

何人か当該事業所での加入記録が無いという相談を受けた。」と証言してい

ることから、事業主がすべての従業員を厚生年金保険に加入させていたわけ

ではなかったことがうかがえる。 

加えて、株式会社Ｂは昭和 63 年２月 20 日に株式会社Ｆに名称変更後、平

成 15 年５月 29 日に厚生年金保険の適用事業所ではなくなっており、当時の

事業主は既に他界していることから、申立人の当該事業所における厚生年金

保険の加入に係る取扱いについて聴取することができない。 

   このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認

できる関連資料及び周辺事情は無い。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



山口厚生年金 事案 525 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和４年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 26年 10月７日から 27年２月１日まで 

私は、昭和 23 年７月１日から 27 年２月１日までの期間、Ａ株式会社

（現在は、株式会社Ｂ）に勤務していたが、ねんきん特別便により、26 年

10 月７日から 27 年２月１日までの４か月間の記録が無いことが分かった。 

正社員として１日９時間、Ｃ市中央卸売市場内で鮮魚卸売をしており、

当時の同僚として、Ｄ氏ほか数人を記憶している。 

厚生年金保険料を控除されていたことが分かる資料は無いが、Ａ株式会

社に勤務していたことは間違いないので、申立期間を厚生年金保険の被保

険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間について、Ｃ市中央卸売市場内にあったＡ株式会社に

勤務していたと申し立てているが、申立人は昭和 26 年 11 月１日に申立期間

後に勤務した事業所である株式会社Ｅにおいて雇用保険被保険者資格を取得

していることが確認できる上、株式会社Ｅが保管する入店者名簿から確認で

きる申立人に係る同社における入社日の記録とも一致することから、申立人

は申立期間のうち 26 年 11 月１日から 27 年２月１日までの期間は株式会社Ｅ

に勤務していたことが確認できる。 

また、Ａ株式会社には申立人に係る人事記録等の資料は保存されておらず、

同社における同僚の一人は、申立人と同社における厚生年金保険の被保険者

資格喪失日が同日であるＦ氏の退職時期を「申立人と同じごろであった。」

と述べている上、そのほかの同僚からも、申立期間について申立人が同社に

勤務し、事業主により給与から厚生年金保険料を控除されていたことをうか

がわせる証言は得られなかった。 



さらに、社会保険事務所が保管するＡ株式会社に係る健康保険厚生年金保

険被保険者名簿によると、申立期間に厚生年金保険の被保険者資格を取得し

た者の中に申立人の氏名は確認できず、健康保険の整理番号に欠番が無いこ

とから、申立人の記録が欠落したとは考え難い。 

加えて、株式会社Ｅは「申立人は、昭和 26 年 11 月１日に中途採用の社員

補の資格で入店し、同資格は見習処遇であり厚生年金保険被保険者資格は無

く、申立人は 27 年２月１日に社員資格を取得した時に厚生年金保険被保険者

資格を取得した。」と証言している上、同社が保管する厚生年金保険被保険

者台帳によると、昭和 27 年２月１日に申立人が同社において厚生年金保険被

保険者資格を取得した旨の記載が確認できる。 

このほか、申立てに係る事実を確認できる関連資料及び周辺事情は無い。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



山口厚生年金 事案 527 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男（死亡） 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 大正 10年生 

住 所 ：   

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 34年４月から 37年５月まで 

② 昭和 38年４月から 39年５月まで 

    申立期間①について、亡夫は株式会社Ａにおいて事務の仕事をしていた。

そのころ一緒に働いていた事業主の妻は、時々職場に顔を出していた程度

であるのに同社の厚生年金保険に加入していると聞いた。事業主の妻が加

入扱いとなっているのに、亡夫が加入扱いとなっていないことに納得がで

きないので、調査をしてほしい。 

申立期間②について、亡夫がＢ株式会社においてどのような仕事をして

いたかは承知していないが、勤務していたことは確かであり、同社の厚生

年金保険に加入していたかもしれないので、調査をしてほしい。 

（注）申立ては、死亡した申立人の妻が、申立人の年金記録の訂正を求め

て行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①について、申立人が株式会社Ａに勤務していたことは事業主の

証言から推認できる。 

しかし、事業主は、株式会社Ａが厚生年金保険の適用事業所となったのは、

社名をＣ株式会社と変更した後の昭和 37 年 10 月１日であると述べており、

社会保険庁のオンライン記録とも一致することから、申立期間①は厚生年金

保険の適用事業所になる以前であることが確認できる上、事業主は、厚生年

金保険の適用事業所となる前は従業員の給与から厚生年金保険料は控除して

いないと供述している。 

また、申立人の妻は、申立期間①において事業主の妻が厚生年金保険に加

入していると申し立てているが、社会保険庁のオンライン記録により、事業



主の妻の厚生年金保険の加入記録が確認できるのは適用事業所となった昭和

37年 10月１日以降であり、申立期間①の加入記録は確認できない。 

申立期間②について、複数の同僚の証言から申立人がＢ株式会社に勤務し

ていたことは推認できる。 

しかし、Ｂ株式会社は、社内調査をしたが申立人に係る記録等は無い旨回

答している上、複数の同僚はいずれも申立人の勤務期間及び勤務内容を承知

していないとしている。 

また、複数の同僚の供述から判断すると、当時、事業主はすべての従業員

を厚生年金保険に加入させていたわけではなかったことがうかがえる。 

さらに、申立期間②について、社会保険事務所が保管する健康保険厚生年

金保険被保険者原票に申立人の氏名は見当たらず、健康保険の整理番号は連

番で欠番が無いことから、申立人の記録が欠落したとは考え難い。 

このほか、申立てに係る事実を確認できる関連資料及び周辺事情は無い。 

これらを総合的に判断すると、申立人が厚生年金保険被保険者として申立

期間①及び②に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていた

ことを認めることはできない。 


